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宗　教　　仏教，道教，キリスト教など

首　長　　曽蔭権行政長官

通　貨　　香港ドル（ 1米ドル＝7.769香港ドル，2010年）

会計年度　 4月～ 3月

萬宜ダム

三水
広州

番禺 東莞
恵州

恵陽

大亜湾深圳

深圳
皇崗 文錦渡

羅湖
上水

大埔

船湾淡水湖

扯旗山
（ビクトリアピーク）

赤鱲角

青
衣

紅
磡

船湾淡水湖

大鵬湾

平州

鹽田

沙頭角

MTR

MTR軽鉄�Light Rail�

落馬州

深港西部通道深港西部通道

錦田

荃湾 沙田

元朗

屯門

欣澳
博覧館
空港空港

東涌
大嶼島

（ランタオ島）
扯旗山

（ビクトリアピーク）

長州島

西環西環

中環
北角 柴湾

将軍澳将軍澳

香港島

南Ｙ島

赤鱲角 ディズニーランド

青
衣

紅
磡

西
博
寮
海
峡

深圳経済　特区

香港島

蛇口
后海湾

東　江

仏山

順徳

鶴山
江門

新会
中山

珠海

澳門
　　（マカオ）

西　

江



134

汎民主派の分裂と政界の大再編
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概　　況
　2010年における香港政治は，「2012年に行われる行政長官と立法会のダブル選
挙」（以下，「2012年選挙」）に向けた制度改革と，それをめぐる汎民主派勢力の再
編で大きく揺れた。その特徴は，第 1に，それまで「親中派」と「汎民主派」に
大きく二分されていた勢力図が，「親中派」，「穏健民主派」，「急進民主派」に三
分されたことである。第 2に，汎民主派の公民党と民主党の変化である。第 3に，
公民党と民主党の変化にともなう政界再編成の動きである。第 4に，デモや抗議
活動など，政治の直接行動や大衆運動において，「80後」と呼ばれる1980年代生
まれの若者達が目立ったことである。25歳前後の「香港の80後達」は，「中国の
80後」とは全く異なる。「中国の80後」は努力次第で明るい未来が待っている。
しかし，「香港の80後」は，香港社会が抱えるそして政府が解決してくれない貧
富の格差拡大，若者の雇用問題，住宅問題など，大きな不満と，自分は社会に貢
献できないのではという無気力感，さらには香港アイデンティティの希薄化とい
う香港社会の閉塞感を打破しようと立ち上がった人々である。
　香港経済はリーマン・ショックから約 1年続いたマイナス成長を脱し，2009年
第 4四半期以降，プラス成長に転じた。しかし，多くの香港市民は経済回復を実
感できないばかりか，貧富の格差拡大に不満を募らせている。住宅難・格差拡
大・高齢化の 3大問題を中心に市民生活の圧迫が香港の最大の課題となっている。
　大陸との関係では，珠江デルタと香港の一体化の推進が強調された。 4月には，
香港と広東省が「粤港合作框架協議」（広東省・香港の協力枠組み協定）に調印し
た。台湾とは相互の窓口機関として「港台経済文化協力協進会」（香港側）と「台
港経済文化協力策進会」（台湾側）が設立された。

2010年の香港特別行政区
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区 内 政 治

元日に 3万人が民主化要求デモ
　2010年の香港は，民主化要求デモで年が明けた。元日，香港の汎民主派勢力約
3万人が，2012年選挙における全面的な直接選挙の実施を求め，デモ行進を行っ
た。「香港市民支援愛国民主運動連合会」（以下，「支連会」）などの一部の参加者
は，2009年12月25日に北京の第 1中級人民法院で懲役11年を言い渡された中国の
民主活動家・劉暁波の釈放も叫び行進した。従来，香港のデモ行進の終点は香港
政府であった。しかし，元日デモでは中国中央の香港駐在連絡弁公室（以下，「中
連弁」）が終点となった。これは元日デモが従来の香港政府に対する民主化要求と
異なり，中国中央に対する民主化要求のデモであったことを意味した。
　選挙制度改正については，2007年12月に中国全国人民代表大会（以下，「全人
代」）常務委員会が，2017年の行政長官選挙から直接選挙を「導入可能」であると
基本承認したことで，2012年選挙における直接選挙の導入は中国中央に否決され
ていた。これを受けた香港政府は2009年11月18日に選挙制度改革に関する諮問文
書を公表した。その案は行政長官選挙の選挙委員を800人から1200人に増加した
り，立法会の定数を60議席から70議席に増加したりするなど，広範な民意を反映
することを掲げたものの，2012年選挙における直接選挙の導入や立法会の職能団
体別議席（現30議席，2007年末の全人代常務委員会の決定では直接選挙枠と職能
団体別選挙枠の比率は同じにすることが決められている）の廃止などには触れな
かった。このため，香港政府の諮問文書が中国政府の意向を強く反映したもので
あると，汎民主派勢力は反発したのである。

汎民主派の分裂と再編
　2010年における香港政治の大きな特徴のひとつは，それまで「親中派」（親中
国派＋親香港政府派）と「汎民主派」に大きく二分されていた勢力図が，「親中派」，
「穏健民主派」，「急進民主派」に三分されたことだといえよう。「穏健民主派」は
中国中央との対話を進めながら香港の民主化を説く。他方，「急進民主派」はデ
モや座り込みなどの直接行動や大衆運動を重視しながら香港の民主化を主張する。
　もうひとつの特徴は，上述のことと関連するが，汎民主派の公民党と民主党の
変化である。従来，汎民主派のなかで，弁護士や大学教授などの知識人を中心メ
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ンバーにすえ最終的には与党になることを目標に掲げている公民党が右派，第 2
次天安門事件の再評価を求める者も多い民主党が左派，と一般的にみられてきた。
また，民主党よりもさらに急進的な社会民主連戦（以下，「社民連」）は，最低賃金
制の導入や香港に公民権のない外国人労働者や不法滞在者の権益擁護など社会的
弱者の擁護を直接行動や大衆運動で説き，民主党を挟んで公民党とは対極に位置
づけられてきた。そのため，2006年の公民党の結党当初，中国中央は公民党に
「期待」を抱いていた。しかし，汎民主派内の右派とされてきた公民党の中から
急進的行動をとる者が現れ，同左派とされてきた民主党の中に中国からのアプ
ローチを受け入れる者が現れるというように，2010年には従来の枠組みとは異な
る動きがみられた。
　香港政府による2009年11月の諮問文書が「直接選挙への方向性を示していな
い」と批判する公民党と社民連の 5人の立法会議員は，2010年 1月26日に議員辞
職届を提出するという直接行動で民主化要求を香港世論に問うた。辞職したのは
公民党の陳淑荘と梁家傑，社民連の黄毓民，陳偉業，梁国雄の 5人である。 5人
は直接選挙枠の各々の選挙区で当選した議員であったことから，この動きは「 5
区総辞」（ 5選挙区すべて辞職）と呼ばれた。彼らはこれら 5選挙区での補欠選挙
を「公投」（住民投票）と位置づけ，2012年選挙の直接選挙実施など，民主化要求
の是非の民意を問い，世論を喚起することをねらった。しかし，汎民主派の最大
政党である民主党は「 5区総辞」とそれにともなう補欠選挙へ参加しないことを決
定した。
　 5月24日には，民主党の何俊仁主席，劉慧卿副主席，張文光立法会議員の 3人
の代表が中連弁の李剛副主任と直接対話した。香港の汎民主派が中央政府と直接
対話の場を持ったのは，1989年の天安門事件発生後初のことであった。民主党執
行部には1989年の第 2次天安門事件を機に組織された支連会のメンバーを兼ねる
者が多く，何と張は支連会の中核メンバーである。天安門事件の再評価と一党独
裁の反対を唱える支連会は中国中央から敵視され続けてきた。
　中央が民主党への接近を図った背景には，立法会における2012年選挙制度の改
正案の採決があった。選挙制度の改正には，立法会（定数60議席）の 3分の 2以上
の賛成を必要とするが，立法会の勢力図では親中派は37議席しかなかった。2005
年の審議では汎民主派の全議員が反対したため，制度改革が先送りされた。そこ
で中連弁は穏健民主派との接近に動いたのであった。
　これを皮切りに， 5月26日，李剛は，終極普選連盟（普選連）の馮偉華，支連会
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副主席の李卓人，区議会議員の蔡耀昌，香港民主民生協進会（民協）の馮検基など，
ほかの汎民主派メンバーとも相次いで会談した。
　民主党は中連弁との会談で，全登録有権者が立法会選挙で「 1人 2票」を投じ
る「区議会改良案」を中国中央が受け入れれば，2012年選挙の制度改革で賛成票
を投じると述べた。これは，職能団体別選挙枠で増える 5議席について，「区議
会議員の互選」とした政府案を，「選挙区で選ばれた区議会議員（民選議員）から
指名された候補者に対する一般有権者による直接選挙」に代替する案である。行
政長官が任命する委任議員など非民選の区議会議員は候補指名から排除される。
これにより，従来職能団体別枠で選挙権を持っていなかった有権者も，直接選挙
枠と職能団体別枠の両方の選挙でそれぞれ 1票を投じることができるようになる。
定数70議席の57％を占める40議席が実質的には直接選挙となるのである。
　会談時には，中連弁は難色を示していた。しかし，立法会採決直前の 6月17日，
曽蔭権行政長官と公民党の余若薇代表のテレビ公開討論で，香港基本法委員会副
主任を務める梁愛詩前司法長官が代替案は全人代常務委の決定に抵触しないと表
明し，中国中央が代替案を認めたことを公に示した。 6月25日，立法会は香港返
還後初となった選挙制度改革案を46票で可決した。2005年の採決では民主党とと
もに香港政府の改正案を廃案に追い込んだ公民党，社民連，香港職工会連盟など
の汎民主派が，民主党の中央接近の姿勢を批判した。
　民主党と政府の歩み寄りに反発し，民主党立法会議員の鄭家富が反対票を投じ
るため離党した。また，10月 2日には，反発した民主党員約20人が「新民主同
盟」を結成した。民主党は12月19日に執行部を改選する党大会を開いて何仁俊主
席や劉慧卿副主席らを再選したが，その前日，区議会議員 7人を含む党員30人が，
選挙制度改革で政府案に同調した執行部を批判して，離党した。

第 2次天安門事件21周年追悼集会で過去最高の15万人
　 6月 4日夜，第 2次天安門事件の追悼集会がビクトリア公園で行われた。主催
者の支連会は15万人が参加したと発表した（香港警察の推計発表では過去最高の
11万3000人）。近年，参加者が数万人に落ち込んでいたが，第 2次天安門事件か
ら21周年となった2010年は， 1周年目の1990年と20周年となった2009年と並んで
過去最高の参加者を記録した。支連会の創設から主席を務めてきた司徒華が 2月
に末期癌を公表して注目を浴びたとともに，内地で強まる民主化運動の取り締ま
りや言論統制に対する危機感が香港でも高まっているといえよう。
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　また，2010年は香港当局による「民主の女神像」の扱いをめぐり，学生を中心
とする若者が強く抗議して，集会が盛り上がった。「民主の女神像」の展示は，
香港における第 2次天安門事件の追悼・抗議活動において重要なシンボルとなっ
ている。21年前の 5月30日，学生達の共同作品「民主の女神像」が北京の天安門
広場に置かれ，結局，戦車に潰された。その後，CNNなど世界のメディアが第
2次天安門事件のシンボルとして放送したため，毎年恒例の追悼集会では女神像
が欠かせない存在となっている。天安門事件の「民主の女神像」に似せた女神像
が，香港の芸術家などによって作られてきた。しかし， 5月29日，支連会がタイ
ムズスクエア前で展示した「民主の女神像」や「天安門事件犠牲者のレリーフ」
が，食物・衛生局の職員に強制撤去されてしまった。知らせを聞いた作者でアメ
リカ在住の彫刻家である陳維明が来港して集会に参加しようとしたが，香港入境
を拒否された。翌30日，支連会が率いる2500人の香港市民は古い女神像を先頭に
デモ行進し，数人のメンバーがタイムズスクエアで座り込んだ。食物・衛生局の
職員や警官が，展示の申請がされていないと注意すると，座り込んだ支連会は政
治的弾圧だと抗議した。撤去された女神像とレリーフは， 6月 1日，ノースポイ
ント警察から返却され，ビクトリア公園に直接運び込まれた。
　追悼集会後も女神像をめぐり争議は続いた。 6月 3日に香港紙『明報』が，香
港中文大学は「政治的中立」を理由に女神像の学内設置を却下したと報じると，
劉遵義学長が行政会議メンバー兼全国政協委員であることから，香港中文大側の
「政治的配慮」であると学生達は批判し激しく抗議した。

「 7・1デモ」で民主党批判，目立った若者
　返還13周年を迎えた 7月 1日，「民間人権陣線」（香港の広範な市民組織，宗教
団体，NGOの連合体）の呼びかけで，「 7・1デモ」が行われた。「 7・1デモ」は
2003年から毎年恒例となっている返還記念日の民主派デモである。2010年は立法
会職能別選挙枠の廃止，最低賃金の法制化などをテーマとし，主催者発表で 5万
2000人（警察推計は出発時 1万人，ピーク時 2万人）が参加した。
　これまでデモを先頭で率いてきた民主党員は，初めて後方につき，選挙制度改
革をめぐり政府に歩み寄ったことに対する厳しい批判に包まれながら行進した。
民主党に代わりデモの先頭を率いたのは，香港中文大学学生会会長をはじめとす
る「80後」（1980年代生まれ）と称する若者達であった。2010年における香港政治
の特徴のひとつは，「80後」の台頭である。この背景にあるのは，香港の若者達
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の閉塞感であろう。近年，香港の「80後」の男性の自殺率が急上昇している。ま
た，2010年 1月から12月の失業率をみてみると，30歳代から40歳代では2.2～4.0％
であったのに，20歳代では5.6～7.9％と高く，さらに貧富の差も拡大している。

曽蔭権行政長官，任期中は「国家安全条例」の立法化には着手しない
　曽蔭権行政長官は，10月13日，立法会で2010/11年度の施政報告を行った。こ
の演説で，2012年までの行政長官の任期中に香港基本法第23条にもとづく国家安
全条例の立法は行わないことを断言した。中国中央は，曽蔭権の任期中に「基本
法23条問題」を処理することを期待していたといわれていたが，記者会見で，曽
蔭権はこの決定を下すプロセスで中国中央と「相談」したことも明らかにした。

経 済

拡大する貧富の格差
　香港はリーマン・ショックから約 1年続いたマイナス成長を脱し，2009年第 4
四半期以降，プラス成長に転じた（図 1）。しかし，多くの香港市民は経済回復を
実感できないばかりか，所得格差の拡大に不満を募らせている。
　曽俊華財政長官は立法会で 2月24日，GDPの1.5％に当たる252億香港ドルの赤
字予算を組み込み，総額200億香港ドルにおよぶばらまき政策を盛り込んだ
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2010/11年度財政予算案を公表した。その主な内容は，2009/10年度の個人所得税
につき納税者 1人6000香港ドルを上限とする最高75％還付，不動産税の 1期1500
香港ドルを上限とする減免，公共住宅の家賃 2カ月分免除，低所得世帯の幼稚園
から大学までの子供に 1人1000香港ドルの補助金支出，小中学生を対象に世帯収
入に応じて全額で1300香港ドルもしくは650香港ドルのインターネット手当の支
給，高齢者および障害者手当の 1カ月分追加支給などである。しかし，財政の健
全性を揺るがさないための一時的な措置でしかないであろう。
　曽蔭権行政長官が10月13日に発表した2010/11年度の施政報告では，住宅難・
貧富の格差拡大・高齢化の 3大問題を中心に民生問題への対応に重点が置かれた。
貧富の格差拡大については，富裕層や企業家に対して一般市民の反感が強まって
いることから，低所得層を支援するため，官民折半出資の「関愛基金」（コミュ
ニティ・ケア・ファンド）を設立することとなった。政府と財界が各50億香港ド
ルを拠出し，医療や教育への助成金として拠出する。香港政府は11月11日，その
運営を監督する委員会（任期は2012年12月31日まで）の非官僚メンバー20人を公表
した。民政事務，教育，厚生，労工・福利の各局長も同委員会に参加する。しか
し，使途が不明瞭だと資金提供を拒否する企業家もいれば，高齢者の入れ歯購入
にあてようと運動をする委員がいるなど，関愛基金に期待する市民は多くはない。
また，低所得層向けの交通費手当月600香港ドルの支給対象を，遠隔地の 4区か

（注）　2010年11月12日発表値。
（出所）　香港特別行政区政府統計處（http://www.censtatd.gov.hk/hong_kong_statistics/statistical_

tables/index_tc.jsp?charsetID=2&tableID=030）。

図 1　GDPの推移
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ら香港全域の18区に拡大することとなった。さらには，教科書購入補助金の引き
上げや，破産・給与欠配保障基金の保障範囲拡大も行われることとなった。

最低賃金法，時給28香港ドルで可決
　香港初の最低賃金法となった「最低工資条例」が 7月17日に立法会で可決され
た。最低賃金の具体的な水準は 2年に 1度検討することとなり，最初の水準につ
いて臨時最低工資委員会が検討し， 8月30日に行政長官に提案され，11月10日に
行政会議で採択された。
　これまで，労働者団体などが時給33香港ドル以上，財界・雇用主団体などが最
低20香港ドルを主張し，数年にわたって展開されてきた最低賃金論争は，28香港
ドルで決着した。
　28香港ドルは2009年第 2四半期の中位の時給の約半分に相当する。統計処が
2010年 3月に最低賃金制度の基礎資料として発表した調査結果によると，時給28
香港ドル以下で働いている労働者は31万4600人で，全労働者の11.3％を占める。
彼らは主に警備，清掃，飲食，小売りなどの業界の労働者である。「最低工資条
例」の施行後は，彼らの賃金を平均16.9％上げるとみられている。

（注）　＊は速報値。
（出所）　香港特別行政区政府統計處「香港統計資料」（“労働人口，失業及就業不足統計数字”，

http://www.censtatd.gov.hk/hong_kong_statistics/statistical_tables/index_tc.jsp?charsetID=2&tableI
D=006）。

図 2　失業率の推移
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失業率
　政府統計処が2011年 1月18日に発表したところによると，2010年10～12月の失
業率（速報値）は4.0％と好転を続けた。就業者数は 2万1900人増えて過去最高の
356万3700人，失業者数は7000人減って13万6300人，労働人口は 1万4900人増え
て370万人となった（図 2）。

バブル抑制に本腰
　2009年以降，不動産市場が活発化して，住宅価格や家賃相場が上昇している。
2010年の年明け時点の香港不動産価格指数は，2008年の金融危機時に比べ約 2割
高であったが，2010年を通じて不動産価格は急上昇し，1997年の不動産バブル時
の水準に戻った。香港研究協会が 1月に行った世論調査によると，不動産価格に
ついて78％が「高すぎる」とみており，65％が財政予算案で不動産に対する措置
を打ち出すべきとみていた（『文匯報』2010年 1月29日付）。
　香港の低金利に加え，香港政府の投資移民計画により香港の不動産へ投資する
中国内地の富裕層の動きも価格高騰の一因となっている。 3月 5日の立法会にお
ける李少光保安局長の発言によれば，2003年10月の「投資移民計画」開始以来
2009年末までに，香港政府は5950人以上の申請を許可し，420億香港ドル以上の
収入を得た。その約 3割が不動産購入で，2009年の申請者数ならびに許可取得者
数の 4分の 3以上が中国内地の住民であった。
　 4月21日，曽俊華財政長官と運輸・房屋局の鄭汝樺局長は，民間住宅販売のガ
イドライン「 9招12式」（ 9措置12規則）を発表した。「 9招12式」は，購入をあ
おる手法を是正する 9措置と，実際の部屋よりも広く錯覚しやすいモデルルーム
の見せ方を改める12規則からなっている。「 9招12式」に続く不動産抑制策とし
て，香港政府は 8月13日，住宅ローンの制限や完成前の転売禁止など，住宅供給
量・住宅ローン・不動産投機の 3方面にわたる「 3招14式」（ 3措置14規則）を打
ち出した。「 3招14式」では，政府の積極的な土地放出，高級物件や非居住用に
ついて住宅ローンの上限60％設定，予約販売で購入した新築住宅物件の完成前転
売の禁止，購入契約キャンセルの違約金を現行の取引額の 5％から10％に引き上
げ，などが打ち出された。
　しかし，これら一連の措置の効果は出ておらず，IMFは12月 3日，香港は不
動産バブル抑制に向け一段の措置が必要，との見方を示した。
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対 外 関 係

珠江デルタとの連携強化
　2010年，香港と広東省の連携強化が推進された。国務院が2009年発表した「珠
江デルタ地区改革発展計画要綱」によって珠江デルタの発展は国家戦略に位置づ
けられている。2010年はこの珠江デルタと香港の一体化の推進が強調された。
　 3月 4日，香港政策を統括する習近平国家副主席は，全国政治協商会議の香港
マカオ委員と会談し，「珠江デルタ地区改革発展計画要綱」の実施，人民元業務
の拡大，港珠澳大橋や広州＝香港間高速鉄道などの大型越境インフラの建設など，
中国内地と香港の協力強化を説いた。 3月 5日に温家宝総理が全人代で発表した
政府活動報告では，「珠江デルタ地区改革発展計画要綱」の実施や広東省・香港
間の協力強化が謳われた。全人代閉幕の14日に行われた記者会見で，温総理は，
第12次 5カ年計画における香港の役割について，内地との経済緊密化，とくに珠
江デルタとの連携について検討していることを明らかにした。
　 4月 7日，曽蔭権行政長官と広東省の黄華華省長は，北京の人民大会堂で「粤
港合作框架協議」（広東省・香港の協力枠組み協定）に調印した。同協定は1998年
に粤港合作連席会議が始まって以来，初めて国務院が批准する広東省と香港の協
力に関する文書となる。調印式には習近平国家副主席，国務院香港マカオ事務弁
公室の廖暉主任らが臨席した。香港と広東省の地方政府間の協定が北京の人民大
会堂で国家副主席の臨席の下で調印されたということは，香港と広東省の地域連
携が地域レベルの協力に留まらず，国家政策に格上げされたことを意味しよう。

拡大する人民元業務
　 7月19日，金融管理局は中国人民銀行と人民元建て貿易決済の拡大に関する補
充協力覚書を交わした。また，香港の中国銀行は中国人民銀行と人民元業務の決
済協定を交わした。2009年に解禁された人民元建て貿易決済は， 6月に試行エリ
アを20省・自治区・直轄市に拡大した。また，香港，マカオ，ASEANに限られ
ていた海外のエリア制限が撤廃され，すべての国・地域で人民元建て貿易決済が
可能となった。さらに，従来個人に限られていた口座開設が企業・機関にも認め
られるようになり，銀行間の資金移転も可能となった。これにより保険会社や証
券会社のサービス提供が可能となり，人民元投資商品の開発が可能となった。
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台湾との交流窓口機関を設立
　香港と台湾は，2010年に交流窓口機関を設立し，協議を開始した。中国と台湾
の交流が進むなか，2009年 6月，台湾において中国問題を担当する行政院大陸委
員会の傅棟成副主任委員と，香港政府の林瑞麟政制・内地事務局長が台北市で会
談し，香港と台湾の間で交流窓口を開設することに合意した。
　香港は， 4月 1日，対台湾窓口機関として「港台経済文化協力協進会」を設立
した。台湾は， 5月26日，対香港窓口機関として「台港経済文化協力策進会」を
設立した。両会は，中台間の「海峡交流基金会」のように，公的関係のない香港
と台湾の窓口として，経済や文化の領域で交流を進めるのがねらいである。
　港台経済文化協力協進会と台港経済文化協力策進会は， 8月30日，台北市で初
の正式協議を開催し，経済や文化の領域での協力拡大で一致した。2011年以降，
両会による協議が定期的に開催されることとなり，2011年は香港での開催を決め
た。両会は今後，金融，税務，空運，海運，観光などの実務関係を強化するため
の協議を進めていくこととなる。

大亜湾原発の事故に香港で拡がる不安
　香港の繁華街である尖沙咀から直線で52キロメートルに位置する中国深圳市の
大亜湾原子力発電所の放射性物質漏れ事故をめぐり，中国内地の隠蔽体質に，香
港市民の不安と不満が高まった。 6月14日，香港の複数メディアが，前月の大亜
湾原発事故の疑いを報道すると，同日の夜，香港の保安局は，大亜湾原発で放射
性物質漏れ事故が 5月23日に発生していたと発表した。しかし，同発電所を運営
する大亜湾核電運営管理有限責任公司（HKNIC）は声明を出し，事故報道を否認
した。また，香港政府は，HKNICの主要株主である香港中華電力有限公司（香港
と中国の合弁）が放射性物質漏れ事故の報告を早急に行わなかったことについて，
現行の制度では即時通報する義務がなかったと弁護した。大亜湾原発で10月23日
に放射性物質漏れ事故が再発し，微量の放射性物質の漏出が確認されたことを複
数の香港メディアが報道すると，11月15日，HKNICはそれを認めた。事故の再
発に，香港政府内からも批判の声が上がり，対応改善が求められている。

2011年の課題
　2011年も2010年に続き，住宅難・貧富の格差拡大・高齢化の 3大問題を中心に
市民生活の圧迫が香港の政治と経済の両面で最大の課題となるであろう。
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　香港政府が不動産バブルに対して抑制措置を立て続けに打ち出したものの，不
動産相場の高騰は高級住宅だけでなく，一般の住宅にまで及び，2010年の 1年間
で約 2割上昇した。海外ホットマネーの流入に加え，低金利，住宅の供給不足と
いった香港の内外の諸要因によって，2011年も不動産価格の上昇が予想される。
　不動産価格の上昇と賃金の上昇は消費者に転嫁されることとなる。さらに，世
界的な原油と食糧の価格高騰はインフレ圧力をさらに高めることとなる（図 3）。
　これらは，香港の市民生活をさらに圧迫し，貧富の格差拡大に繋がることとな
るであろう。
　政治について注目されるのは，年末に予定されている区議会議員選挙と行政長
官選挙の選挙委員会（選挙人団）委員の選挙，そして2012年 3月に行われる行政長
官選挙に向けての人選である。曽蔭権長官の再任はなく，その任期は2012年 6月
末までで， 7月 1日から新たな行政長官が就任する。前任者の董建華が選挙委員
会による行政長官選挙で当選したのは1996年12月であるが，長官候補として名が
上がったのが1995年12月であり，江沢民国家主席との会談で香港の行政長官に内
定したとみられたのが1996年 1月である。したがって，2011年前半には，中国中
央の意向が決まるものと思われる。その人選は，今後の香港の行方を大きく左右
することとなる。 （駒澤大学教授）

（注）　2004年10月～2005年 9月＝100。
（出所）　香港特別行政区政府統計處「香港統計資料」（“消費物価指数”，http://www.censtatd.gov.

hk/hong_kong_statistics/statistical_tables/index_tc.jsp?charsetID=2&tableID=052）。

図 3　消費者物価指数の推移（2008年 1 月～2010年12月）
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1 月 1 日 ▼民主化を求める 3万人デモ。
13日 ▼立法会，中国の民主活動家・劉暁波
の釈放を求める決議を採択。
15日 ▼立法会，広深港高速鉄路（香港＝広

州間高速鉄道）の予算669億香港㌦を承認。
「80後反高鉄青年」が議事堂前で断食抗議。
21日 ▼直接選挙の早期導入を問うねらいで

民主派立法会議員 5人が辞職を発表。
24日 ▼ 5人の議員辞職による補選参加を民
主党が否決。中央政府との直接対話を要求。
26日 ▼民主派立法会議員 5人が辞職届を提
出（ 1月29日発効）。
2 月 5 日 ▼広州市で香港・広東省両政府によ
る「粤港合作連席会議」の第14次工作会議と
「第 3回広東省・香港・マカオによる『珠江
デルタ地区改革発展計画要綱』を合同で推進
する連絡協調会議」が開催。
7 日 ▼香港市民支援愛国民主運動連合会

（支連会）の司徒華主席，末期の肺癌を公表
（2011年 1月 2日に死去）。
11日 ▼アメリカ国防総省のモレル報道官，
原子力空母ニミッツが香港に寄港すると発表。
17日 ▼米軍原子力空母ニミッツが香港寄港。
24日 ▼曽俊華財政長官，2010/11年財政予
算案を立法会で報告。
3 月 4 日 ▼習近平国家副主席，全国政治協商
会議の香港マカオ委員らと会談。
5 日 ▼温家宝国務院総理，全国人民代表大

会（全人代）における政府活動報告で「珠江デ
ルタ地区改革発展計画要綱」の実施や広東・
香港・マカオの協力強化を表明。
6 日 ▼曽蔭権香港行政長官，習近平国家副

主席と会談。
7 日 ▼習近平国家副主席，全人代の香港代

表らと会談。広東省との協力強化を香港の新
たな発展の原動力にするようにと強調。

▼曽蔭権行政長官，汪洋広東省党委員会書
記と会談。「珠江デルタ地区改革発展計画要
綱」の指導的文書となる「粤港合作框架協
議」（広東省と香港の協力枠組み協定）の策定
がほぼ完了し近々調印すると表明。
22日 ▼アメリカのインターネット検索最大

手グーグル，香港を拠点とする同社サイトで
検閲抜きの中国語版検索サービスを始めたと
発表。
31日 ▼日本と香港，二重課税回避に同意

（調印は11月 9日）。
4 月 1 日 ▼台湾における香港特別行政区の窓
口機関，港台経済文化協力協進会が発足。
7 日 ▼曽蔭権行政長官と黄華華広東省長，

北京の人民大会堂で副主席の習近平や国務院
香港マカオ事務弁公室主任の廖暉らの臨席の
下，「粤港合作框架協議」に調印。
8 日 ▼「回郷証」（在外中国人の入境許可

証）を持たない香港立法会議員24人が 1回限
りの査証発給を受けて上海万博を視察（～10
日）。
13日 ▼英字紙『サウスチャイナ・モーニン

グポスト』，胡錦濤国家主席の名前の英語表
記の横に漢字で「胡佳」と誤字を掲載（「胡
佳」は中国の人権活動家で，2008年 4月に
「国家政権転覆扇動罪」で懲役 3年 6月の実
刑判決を受け服役中）。
14日 ▼『サウスチャイナ・モーニングポス

ト』，胡錦濤の漢字記載ミスで謝罪。

▼香港政府，2012年に実施する行政長官選
挙と立法会議員選挙の制度改革案を発表。
21日 ▼曽俊華財政長官と鄭汝樺運輸・房屋

局長，それぞれ民間住宅の販売ガイドライン
「 9招12式」（ 9措置12規則）を公表。
5 月16日 ▼民主派議員 5人の辞職にともなう
立法会補欠選挙。辞職・再出馬した 5人全員

重要日誌 香港特別行政区　2010年
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が当選（投票率は返還以降最低の17.1％）。
24日 ▼中国中央人民政府駐香港特別行政区

連絡弁公室（中連弁）副主任の李剛が民主党の
何俊仁主席，劉慧卿副主席，張文光立法会議
員の 3人と会談。中国中央の官僚と民主党議
員の直接会談は初。李と張は第 2次天安門事
件を機に結成された支連会の中核メンバー。
26日 ▼中連弁が，終極普選連盟招集人の馮
偉華，李卓人支連会副主席，蔡耀昌区議会議
員，香港民主民生協進会所属の馮検基立法会
議員ら 7人の民主派と会談。
27日 ▼香港・中国経済貿易緊密化協定

（CEPA）第 7補充協議に調印。
30日 ▼中文大の「民主の女神像」受入れ拒

否に対して学生達が抗議。
6 月 4 日 ▼ビクトリア公園で第 2次天安門事
件の追悼集会。主催者の支連会は参加者15万
人と公表。警察は11万3000人と発表。
14日 ▼香港メディア，広東省深圳市の大亜
湾原子力発電所で放射性物質漏れ事故が 5月
23日に発生したと報道。

▼大亜湾原発，放射能物質漏れ事故を否定
（翌日に事故発生を認める）。
15日 ▼保安局，大亜湾原電の事故を発表。
17日 ▼人民元建て貿易決済の試行エリア拡

大。
21日 ▼行政会議，全登録有権者が立法会選
挙で「 1人 2票」を投じる「区議会改良案」
を発表，同案を採択。

▼民主党，「区議会改良案」に賛成票を投
じることを党の方針として決定。
23日 ▼香港政府，2012年に実施する行政長

官選挙と立法会議員選挙の制度改革案を立法
会に提出。
24日 ▼立法会，2012年の行政長官選挙の制

度改革案を賛成46票で可決。これにより，行
政長官を選ぶ選挙委員会の定数が800人から

1200人へ。
25日 ▼立法院，立法会議員選挙の改革案を
可決。職能団体別選挙枠と直接選挙枠をそれ
ぞれ 5議席ずつ増やし現行の60議席から計70
議席へ。
7 月 1 日 ▼返還記念日の民主派デモ「 7・1
デモ」に主催者発表 5万2000人参加（警察発
表では出発時に 1万人，ピーク時に 2万人）。
13日 ▼中国人民銀行，中国銀行（香港）を台

湾の商業銀行の香港支店向け人民元紙幣の供
給元に指定すると発表。
14日 ▼王増缽，人民解放軍の香港駐留部隊
政治委員に劉良凱の後任として就任。
17日 ▼立法会，香港で初の最低賃金法とな
る「最低工資条例」を可決。
19日 ▼中国人民銀行と香港金融管理局，人
民元建て貿易決済の拡大に関する「補充協力
覚書」に調印。

▼中国人民銀行，中国銀行（香港）と新たな
「人民元業務の決済協定」に調印。
20日 ▼金融管理局と発券銀行 3行（スタン
ダード・チャータード銀行，中国銀行，香港
上海銀行），偽造防止の最新技術を導入した
新紙幣（1000香港㌦紙幣と500香港㌦紙幣）を
発表。
23日 ▼香港政府，北朝鮮の企業活動を監視
する過程で違法行為をみつけ，司法当局が間
もなく「適切な行動を取る」と表明。
8 月 3 日 ▼香港政府，広東省政府と「粤港合
作連席会議」第15次工作会議を開催。 4月に
調印した「粤港合作框架協議」の実施状況を
確認。深圳市の前海開発，金融サービス，大
型越境インフラ，環境保護協力，医療協力，
教育協力の 6分野での協力推進で協議。
9 日 ▼香港初の人民元公募ファンドが発売。
12日 ▼『明報』，廖暉国務院香港マカオ弁
公室主任が高齢を理由に近く退任し，王光亜
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外交副部長が後任に就く可能性大と報道（廖
暉は中央港澳工作協調小組の副組長へ）。
13日 ▼香港政府，住宅ローンの制限，完成
前の転売禁止などを発表。
23日 ▼マニラでバス・ジャック。香港人観

光客15人のうち 8人が死亡。
29日 ▼マニラのバス・ジャック事件に対す

る政府の対応を批判する超党派の議員の呼び
かけで 8万人の追悼デモ。
30日 ▼臨時最低工資委員会，最低賃金の時
給28香港㌦案を行政長官へ提出。
9 月 6 日 ▼金融管理局，人民元建ての債権の
販売プロセス簡素化措置を通達。
8 日 ▼中国銀行（香港），50億元規模の人民

元建て債券を発売。
15日 ▼民間反日団体「保釣行動委員会」

（陳妙徳会長）のメンバーが在香港日本総領事
館の入ったビルに突入し警官隊と衝突。
16日 ▼曽蔭権，公式フェイスブックを開始。
21日 ▼香港政府，「保釣行動委員会」に対

し出航不許可の通知。
22日 ▼「保釣行動委員会」の漁船が香港を

出港。香港政府，約 4時間後に航行を阻止。
10月 2 日 ▼「新民主同盟」結成。
9 日 ▼王光亜外交副部長，国務院香港マカ

オ事務弁公室主任に就任。
13日 ▼曽蔭権行政長官，立法会で2010/11
年度の施政報告を発表。基本法23条の立法化
に着手しないと表明。
11月10日 ▼行政会議，臨時最低工資委員会が
行政長官に提案した時給28香港㌦を採択
（2011年 5月から適用見通し）。
11日 ▼唐英年政務長官，2010/11年度施政

報告で表明された「関愛基金」（コミュニ
ティ・ケア・ファンド）の運営を監視する委
員会の非閣僚メンバー20人のリストを公表。
15日 ▼香港中華電力，深圳市の大亜湾原子

力発電所で放射能漏れ事故が10月23日に発生
したと発表。
18日 ▼東亜銀行（香港最大の華人資本銀行），

傘下の東亜銀行有限公司（中国）が新疆ウイグ
ル自治区で初の人民元による海外直接投資
（ODI＝証券投資を除いた対外直接投資）決
済を発表（中国人民銀行が10月に発表した
「新疆ウイグル自治区での人民元建てによる
越境直接投資決済試行の暫定弁法」にもとづ
く第 1号案件に）。
22日 ▼中国国債80億元を香港で発行。
30日 ▼金融管理局，10月末の香港の金融機

関の人民元預金残高が過去最高の伸び率前月
比45.4％増の2171億元に達したと発表。

▼陳徳霖金融管理局総裁，銀行協会の代表
団と北京訪問，中国証券監督管理委員会と会
談。
12月 7 日 ▼金融管理局と発行銀行 3行，新版
の1000香港㌦券の流通開始。
10日 ▼汎民主派議員 3人，ノーベル平和賞
の授賞式に出席。
19日 ▼民主党，党大会での執行部の改選で
何仁俊主席と劉慧卿副主席を再選。前日，執
行部が中国中央高官と会談して2012年選挙制
度に関する立法会での採決で政府案を支持し
たことに対して，区議会議員 7人を含む30人
の党員が民主党からの離党を表明。
22日 ▼曽蔭権行政長官，中央政府に職務報
告で北京を訪問，胡錦濤国家主席と会談。胡
錦濤の評価は，従来の「充分肯定」から「積
極評価」に上昇。
23日 ▼陳徳霖金融管理局総裁，人民元業務
の進展状況に関して発表。11月末の香港にお
ける人民元残高は2796億元で，前月末比29％
増（625億元増），前年末比246％増（2169億元
増）。
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　 1 　香港特別行政区政府機構図（2010年12月末現在）

（注）　（1）二重線で囲んだものは中央政府およびその出先機関。
（2）3司長および11局長は行政会議の官職議員である。
（3）3司長11局長のほか，廉政専員（廉政公署長官），審計署長，警務署長（警察長官），入境事務
処長，税関長，は行政長官が指名し，国務院が任命する。

（出処）　「香港特別行政区政府機構図」（http://www.gov.hk/tc/about/govdirectry/govchart/index.htm），香港
特別行政区司法機構（http://www.judiciary.gov.hk/）。
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　 2 　香港政府高官名簿（2010年12月末）

行政長官（行政会議主席） 曽蔭権
［行政会議官職議員］
政務司司長（政務長官） 唐英年
財政司司長（財政長官） 曽俊華
律政司司長（司法長官） 黄仁龍
教育局局長 孫明揚
政制・内地事務局局長 林瑞麟
保安局局長 李少光
食物・衞生局局長 周一嶽
公務員事務局局長 兪宗怡
民政事務局局長 曽德成
労工・福利局局長 張建宗
財経事務・庫務局局長 陳家強
発展局局長 林鄭月娥
環境局局長 邱騰華
運輸・房屋局局長 鄭汝樺
商務・経済発展局局長 劉呉恵蘭
［行政会議非官職議員］
梁振英
鄭耀棠
史美倫
李業広
夏佳理
梁智鴻
張建東
張炳良
劉江華
劉皇発
劉遵義
胡紅玉
楊敏徳
葉維義
［その他の政府高官］
警務処処長 曽偉雄
廉政専員（汚職取締専門員） 湯顕明

審計（会計監査）署署長 鄧国斌
入境事務処処長 白韞六
海関関長 袁銘輝

　 3 　司法機構・立法会
終審法院首席法官 馬道立
第 4期立法会議員
［直接選挙枠］曽鈺成（立法会主席），何俊仁，
李卓人，李華明，涂謹申，陳鑑林，梁耀忠，
劉江華，劉慧卿，譚耀宗，馮検基，余若薇，
王国興，李永達，張学明，湯家驊，甘乃威，
何秀蘭，李慧，陳克勤，梁美芬，黄成智，黄
国健，葉劉淑儀，梁家傑（～2010年 1月28日，
2010年 5月17日～），梁国雄（～2010年 1月28
日，2010年 5月17日～），陳淑荘（～2010年 1
月28日，2010年 5月17日～），陳偉業（～2010
年1月28日，2010年 5月17日 ～）黄 毓 民（～
2010年 1月28日，2010年 5月17日～）
［職能団体枠］何鍾泰，李国宝，呉靄儀，張文
光，梁劉柔芬，黄宜弘，黄容根，劉健儀，霍震
霆，石礼謙，李鳳英，張宇人，方剛，李国麟，
林健鋒，梁君彦，黄定光，詹培忠，劉秀成，
林大輝，陳茂波，陳健波，梁家騮，張國柱，
葉偉明，葉國謙，潘佩璆，謝偉俊，譚偉豪

　 4 　中央政府の香港関連要人
中共中央香港マカオ工作協調小組組長
 習近平
国務院香港マカオ事務弁公室主任
 廖暉　（～2010年10月 8日）
 王光亜（2010年10月 9日～）
外交部駐香港特別行政区特派員公署特派員
 呂新華
人民解放軍香港駐留部隊司令員 張仕波
人民解放軍香港駐留部隊政治委員
 劉良凱（～2010年 7月13日）
 王増缽（2010年 7月14日～）
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　 1　基礎統計
2007 2008 2009 2010

人 口（1,000人） 6,925.9 6,977.7 7,003.7 7,067.8
労 働 力 人 口（1,000人） 3,629.6 3,648.9 3,676.6 3,653.7
失 業 率 （％） 4.0 3.6 5.4 4.4
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 2.0 4.3 0.5 2.4
為替レート（ 1ドル＝香港ドル） 7.801 7.787 7.752 7.769
（注）　人口は年央，失業率は季節末調整値，為替レートは年平均値。2010年値は暫定値。
（出所）　香港特別行政区政府統計處（http://www.censtatd.gov.hk/hong_kong_statistics）。

　 2 　支出別区内総生産（名目価格） （単位：100万香港ドル）
2007 2008 2009 2010

民 間 消 費 支 出 972,028 1,022,862 1,012,377 1,079,527
政 府 消 費 支 出 130,404 139,262 142,855 147,121
固 定 資 本 形 成 総 額 325,366 334,352 322,734 374,571
在 庫 増 減 12,841 8,480 22,908 42,285
財 輸 出 2,698,850 2,843,998 2,494,746 3,061,252
財 輸 入 2,852,522 3,024,089 2,702,966 3,395,057
サ ー ビ ス 輸 出 660,847 718,630 670,150 835,036
サ ー ビ ス 輸 入 332,240 366,484 340,601 396,645
区 内 総 生 産（GDP） 1,615,574 1,677,011 1,622,203 1,748,090
（注）　2010年は暫定値。2007～2009年は修正値。
（出所）　表 1に同じ。

　 3 　産業別区内総生産（名目価格） （単位：100万香港ドル）
2007 2008 2009 2010

農 業 ・ 漁 業 ・ 採 鉱 ・ 採 石 1,015 925 1,090 -
製 造 業 31,729 30,993 28,227 -
電気・ガス・水道・廃棄物管理 40,685 39,585 34,961 -
建 設 業 40,611 48,375 50,146 -
貿 易 ・ 卸 売 り 小 売 業 374,614 393,914 365,880 -
宿 泊 ・ 食 事 サ ー ビ ス 業 48,827 53,596 48,787 -
運 輸 ・ 倉 庫・ 郵 便・ 宅 配 119,728 98,245 99,048 -
情 報 通 信 50,873 48,258 46,808 -
金 融 ・ 保 険 304,764 255,586 235,581 -
不 動 産・ビジネスサービス 146,562 165,954 173,583 -
個 人 ・ 地 域 サ ー ビ ス 業 254,391 269,601 279,453 -
不 動 産 所 有 権 166,352 188,244 187,286 -
製 品 に か か る 税 64,634 59,919 55,967 -
当時市価計算の区内総生産（GDP） 1,615,574 1,677,011 1,622,203 1,748,090
（注）　2010年は暫定値。2007～2009年は修正値。
（出所）　表 1に同じ。
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　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万香港ドル）
2009 2010

貿易総額 輸入 地場輸出 再輸出 輸出総額 貿易総額 輸入 地場輸出 再輸出 輸出総額
中 国 内 地 2,512,623 1,249,374 26,672 1,236,577 1,263,249 3,127,973 1,529,751 31,223 1,566,999 1,598,222
ア メ リ カ 427,374 142,137 7,317 277,920 285,236 511,249 179,160 8,356 323,733 332,089
日 本 345,238 236,369 1,651 107,218 108,869 435,808 308,161 2,032 125,615 127,647
台 湾 230,362 175,649 1,918 52,795 54,713 293,365 224,761 2,815 65,789 68,604
シンガポール 216,911 174,659 2,225 40,028 42,252 288,386 237,407 2,866 48,113 50,978
韓 国 146,179 103,046 1,196 41,937 43,133 187,383 133,714 1,495 52,174 53,668
全国・地域総額 5,161,445 2,692,356 57,742 2,411,347 2,469,089 6,395,859 3,364,840 69,512 2,961,507 3,031,019
（注）　2010年は暫定値。
（出所）　表 1に同じ。

　 5 　国際収支 （単位：100万香港ドル）
2007 2008 2009 2010

経 常 収 支
財 　 -153,672 -180,091 -208,220 -333,805
サ ー ビ ス 328,607 352,146 329,549 438,391
収 益 44,437 83,306 42,866 36,568
経 常 勘 定 -20,093 -25,855 -24,625 -26,174

資 本 ・ 金 融 収 支
資 本 移 転 10,338 16,393 36,210 40,647
直 接 投 資 -52,577 70,393 -89,900 -55,730
有 価 証 券 投 資 -21,452 -295,148 -332,417 -472,875
金 融 デ リ バ テ ィ ヴ 43,534 63,338 24,560 29,156
そ の 他 の 投 資 -124,592 177,732 755,438 392,478

準 備 資 産 の 純 変 化 -114,498 -263,869 -549,262 -71,086
国 際 収 支 114,498 263,869 549,262 71,086
（注）　2010年は暫定値。2007～2009年は修正値。
（出所）　表 1に同じ。

　 6　政府財政 （単位：100万香港ドル）
2007/08 2008/09 2009/2010

総 収 入 306,480 273,237 258,659
直 接 税 133,729 146,143 123,184
間 接 税 96,316 72,269 84,681
そ の 他 の 収 入 44,835 53,025 50,794
諸 基 金 か ら の 移 転 31,600 1,800 0

総 支 出 207,786 260,794 237,295
実 際 支 出 207,019 260,444 237,236
諸 基 金 へ の 移 転 767 350 59
（注）　財政年度は 4月 1日～ 3月31日。
（出所）　表 1に同じ。
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